
（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【農林部】

緊

１ 埼玉ブランド農産物 １ 埼玉農産物ブランド化推進事業47,810 67,512 67,512
１，７３８万７千円推進事業 財産収入 300 財産収入 800 財産収入 800

・埼玉農産物ブランド化戦略会議（年２回開催予定）県債 22,000 諸収入 1,000 諸収入 1,000

・埼玉農産物ブランドブログ、統一ロゴ、デザインを活一財 25,510 一財 65,712 一財 65,712

用したブランド農産物のＰＲ

・都内のホテル等における県産ブランド農産物見本市及

び県内量販店イベントの開催

新

２ 戦略的トップブランドづくり推進事業

４，１５４万５千円

・優良繁殖用黒豚の導入

・いちごの新品種育種のための施設・備品整備

・本県で開発した芳香シクラメン及び茶の増殖

・ほうれんそう、小松菜、梨のブランド農産物産地にお

ける技術指導のための備品整備

・ホンモロコの臭い成分の分析

３ 海外販路拡大推進事業

８５８万円

・現地市場調査の実施

・生産者団体の輸出促進支援

農林部

－ １ －

【審査の考え方】

県産農産物の消費拡大や新たな販路

拡大に向けて、民間の主体的な取組

を促すものとして有効な事業である

と判断し、要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

新

５,９２７万２千円２ 農地・水・環境保全 １ 共同活動支援交付金71,550 71,550
・農業用施設の維持管理について、農業者を中心に、よ支援事業 国庫 4,050 国庫 4,050

り多くの地域住民が参加し、共同して農業用施設の保全一財 67,500 一財 67,500

を行うことに対して、支援金を交付する

○水田支援額 1,100円/10a

○畑支援額 700円/10a

８２２万８千円２ 営農活動支援交付金

・上記の共同活動を行う活動組織について、集落でまと

まりを持って行われる、環境負荷を低減する営農活動に

対して、支援金を交付する。

○地域支援額 5万円/1集落

○取組面積（品目毎）支援額（例：米）1,500円/10a

（国庫10/10） １３５万円３ 第三者委員会運営等経費

（国庫10/10） ２７０万円４ 市町村推進交付金

※【活動概念図】実施期間５年間（Ｈ１９～Ｈ２３）

交付金 交付金 交付金

1/2 1/4 1/4

点検・評価

申請 交付 活動協定締結

履行確認

農林部

－ ２ －

第三者

委員会

国

地域協議会（現金管理主体）

（県、市町村、県土連、ＪＡ、農業会議等で構成）

県

活動組織

市町村

市町村

【審査の考え方】

農地や農業用水路等の保全や、環境負荷
低減農業への取り組みに対し、市町村が
参画し、地域ぐるみで保全活動を行うこ
と確認し、要求額を措置した。



（ ）単位：千円

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

３ 農林部公共事業 １ 森林管理道整備事業11,136,127 9,749,018 9,749,018
区 分 平成19年度 平成18年度 前年度比国庫 6,687,812 国庫 5,628,906 国庫 5,628,906

国庫補助事業 ７.３億円 ７.５億円 △3.0％分担金 249,141 分担金 216,097 分担金 216,097

県 単 独 事 業 １.３億円 １.６億円 △19.9％負担金1,064,404 負担金1,066,639 負担金1,066,639

合 計 ８.６億円 ９.１億円 △6.0％諸収入 70,700 諸収入 70,700 諸収入 70,700

県債 2,316,000 県債 2,126,000 県債 2,126,000

※重点化方針 集中投資による工事の早期完了 １路線一財 748,070 一財 640,676 一財 640,676

緊急性の特に高い橋梁の修復等 ６箇所

２ 治山事業

区 分 平成19年度 平成18年度 前年度比

国庫補助事業 ６.０億円 ５.６億円 7.0％

県 単 独 事 業 １.４億円 ２.１億円 △32.6％

合 計 ７.４億円 ７.７億円 △3.8％

※重点化方針 山地災害の危険性が高い地区の整備 ６箇所

３ 農業基盤整備事業

区 分 平成19年度 平成18年度 前年度比

国庫補助事業 ８０.２億円 ９３.０億円 △13.8％

県 単 独 事 業 １.３億円 １.５億円 △11.7％

合 計 ８１.５億円 ９４.５億円 △13.8％

※重点化方針 農地災害の防止（排水機場等） ８地区

高収益を目指す農業経営体の育成

（ほ場整備等） ８地区

事業効果の早期発現（農地防災等） ４地区

農林部

－ ３ －

【審査の考え方】

、本県農林業の振興に必要な基盤整備のうち
安全・安心の観点から特に重要な地区や、
事業効果の早期発現が期待できる地区に重
点化し、要求額を措置した。


